
第２６回 

建築行政共用データベースシステム

連 絡 協 議 会  理 事 会

日 時 令和 8年 8月 3日（月）14:00～15:00 

場 所 ＺＯＯＭによるオンライン開催（ミーティング形式） 

ＵＲＬ：各理事に電子メールを事前送付 

次 第 

開  会 

役員紹介 

会長挨拶 

ICBA理事長挨拶 

議  事 

前回議事録の確認

報告事項

１ 利用状況等

２ 電子申請受付システムの構築状況 

３ ArchSync(確認申請用ＣＤＥ)の提供状況 

４ その他 

閉  会 

配付資料 
【資料１】第 25 回建築行政共用データベースシステム連絡協議会理事会議事録（案） 
【資料２】建築行政共用データベースシステム 契約状況等 
【資料３】国のオンライン申請システムの構築状況 
【資料４】ArchSync（確認申請用 CDE）の提供 
【資料５】既存建築確認台帳の電子データ化 
【 参考 】建築行政共用データベース連絡協議会 会則 
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建築行政共用データベースシステム連絡協議会 

役 員 一 覧 

会  長 東 京 都 都 市 整 備 局 市 街 地 建 築 部 長  高橋 竜太郎 

副 会 長 大阪府都市整備部住宅建築局建築指導室長 小泉 真一郎 

理  事 北 海 道 建 設 部 住 宅 局 建 築 指 導 課 長  菅 原 誠 

宮 城 県 土 木 部 建 築 宅 地 課 長  小 野 里  啓 

神奈川県県土整備局建築住宅部建築指導課長 浪 貝 洋 正 

愛 知 県 建 築 局 建 築 指 導 課 長  山 崎 宏 

兵 庫 県 ま ち づ く り 部 建 築 指 導 課 長  前 田 俊 文 

広 島 県 土 木 建 築 局 建 築 課 長  奥 野  功 貴 

山 口 県 土 木 建 築 部 建 築 指 導 課 長  寺 田 康 洋 

福 岡 県 建 築 都 市 部 建 築 指 導 課 長  江 頭 美 紀 

横 浜 市 建 築 局 建 築 指 導 部 建 築 企 画 課 長 髙 松 誠 

静岡県くらし・環境部建築住宅局建築安全推進課長 杉 山 龍 児 

大阪市計画調整局建築指導部建築確認課長 藤 村 雅 典 

熊本市都市建設局都市政策部建築指導課長 原 野 真 司 

日本ＥＲＩ（株）確認検査部確認管理部長 橘 裕 子 

ビューローベリタスジャパン㈱リソース管理部部長 伊藤  さおり 

（ 株 ） 確 認 サ ー ビ ス 営 業 部 取 締 役  河 田 康 司 

（一財）静岡県建築住宅まちづくりセンター業務部確認担当部長  兼 田 賢 二 

（一社）日本建築士事務所協会連合会専務理事 脇 山 芳 和 

（ 公 社 ） 日 本 建 築 士 会 連 合 会 小野田 吉純 

オブザーバー 国 土 交 通 省 住 宅 局 建 築 指 導 課 長  松 野 秀 生 

国 土 交 通 省 住 宅 局 市 街 地 建 築 課 長  田 中 政 幸 

国 土 交 通 省 関 東 地 方 整 備 局 建 政 部 長  市 川 智 秀 

国 土 交 通 省 近 畿 地 方 整 備 局 建 政 部 長  山 川 修 

令和8年7月1日現在 
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第 25 回 建築行政共用データベースシステム連絡協議会 理事会 議事録（案） 

日 時  令和７年９月１日（月）１４：００～１５：００

場 所  ＺＯＯＭによるオンライン開催

資 料

・前回連絡協議会理事会 議事録（案）

・第２０回建築行政共用データベースシステム連絡協議会 総会資料

出 席 者：(敬称略、カッコ内は代理出席者) 
会 長   東京都 ：青木 成昭

副会長   大阪府 ：小泉 真一郎

理 事   宮城県 ：高橋 亘（塩谷 亮明）

神奈川県：太田 宏美

愛知県 ：山崎 宏
兵庫県 ：吉田 良（土佐 真二郎）

広島県 ：奥野 功貴

愛媛県 ：川井 俊明

横浜市 ：髙松 誠
名古屋市：脇田 泰史

大阪市 ：國領 大介

北九州市：村上 安伸（中野 陽子）

日本ＥＲＩ（株） ：橘 裕子 

ビューローベリタスジャパン（株） ：伊藤 さおり 

（株）確認サービス ：河田 康司（富田 佳敬） 

（一財）静岡県建築住宅まちづくりセンター：兼田 賢二

（公社）日本建築士会連合会 ：小野田 吉純（宇土 徹）

（一社）日本建築士事務所協会連合会 ：脇山 芳和

事務局 ：瀬良 智機、木下 一也、久保 博史、秋田 和史、海野 敦、小

池 政司、奥富 英樹、目黒 宏幸

１．役員紹介（事務局）

役員一覧及びＺＯＯＭ画面確認により、紹介に代えた。

２．議 事

（１）前回議事録の確認

気づいた点などあれば、事務局へ連絡する。

（２）総会付議事項の確認

資料１ 
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事務局より、総会配布予定資料を基に役員選任の件について説明があり、原案どおり

総会に付議することを確認した。

（３）利用状況等

事務局より、配布資料を基に利用状況等について説明があった。

（４）電子申請受付システムの構築状況

事務局より、配布資料を基に電子申請受付システムの構築状況について説明があっ

た。

（５）確認申請用ＣＤＥの提供

事務局より、配布資料を基に確認申請用ＣＤＥの提供について説明があった。

【質疑・意見】

・確認申請用ＣＤＥの料金は検討中とのことであるが、これから利用者側の意見を聞く状

態であることに間違いないか。基本料金を件数に応じて加算できるよう検討いただき

たい。（日本ＥＲＩ）

→たたき台は電子申請受付システムと類似するようにＩＣＢＡで検討をすすめてきた。

さらに皆様のご意見を頂戴して確定したい。

以上
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建築行政共用データベースシステム 契約状況等 

（１）契約状況 （令和８年６月現在）

資料２ 
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（２）利用状況等

①電子申請受付システムの利用件数

電子申請受付システム利用の 303 庁及び 27 機関における確認検査の利用件数（累計）で

す。

令和 8 年６月９日現在 単位：件

対象 確認申請 計画変更 中間検査 完了検査 計 

建築物 440 31 対象ごとの

集計ができ

ません 

対象ごとの

集計ができ

ません 

471 

昇降機 70 0 70 

工作物 16 0 16 

合計 526 31 9 73 639 

②台帳登録閲覧システムの登録件数

台帳登録閲覧システム利用の 282 庁のうち、庁内サーバ型を除く 278 庁における確認検査

の登録件数（累計）です。申請単位による計上につき、建築物の数を示す数値ではありま

せん。なお、建築物の確認申請の数値が突出しているのは、過去の紙台帳の一括投入等が

実施されたケースがあることによります。

令和８年 3 月３１日現在 単位：件

対象 確認申請 計画変更 中間検査 完了検査 計 

建築物 26,323,004 1,120,030 3,092,029 12,154,031 42,689,094 

昇降機 569,209 2,161 244 504,372 1,075,986 

工作物 602,476 13,773 141 373,919 990,309 

その他 4,252 191 55 2,062 6,560 

合計 27,498,941 1,136,155 3,092,469 13,034,384 44,761,949 

③通知・報告配信システムを利用した指定確認検査機関からの送信件数

１年間に送信された件数です。確認審査報告、検査報告、引受通知、変更届等の区別なく

計上しているため、送信された建築物数を示すわけではありません。

令和７年度実績 単位：件 

指定確認検査機関数 送信件数 

62 448,663 

④法令・大臣認定データベースの照会件数

１年間に実行された法令及び大臣認定各データベースの照会件数です。

令和７年度実績 単位：件 

特定行政庁 指定確認検査機関 

法令データベース 50,774 17,854 

大臣認定データベース 14,768 36,689 

6



2
7



8



9



10



ArchSync（確認申請用ＣＤＥ）の提供 

ＢＩＭ図面審査とは 

「BIM 図面審査」とは、国土交通省が取り組んでいる BIM データを活用した建築確認審査

制度のこと。建築確認の電子申請時に、申請書や BIM ソフトウェアから出力した設計図書

PDF に加え、建築物を 3Dで表示できる IFCデータを補足情報として提出し、審査の効率化

を図るもので、2026 年 4月から運用が開始されました。 

また、2029 年春からは、IFC データを審査対象とした「BIMデータ審査」制度が開始される

予定で、更なる審査の効率化が見込めるようになります。 

資料４ 
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（２）共⽤DB以外の特定⾏政庁独⾃のシステムからのデータ移⾏業務
①共⽤DB以外の特定⾏政庁独⾃のシステムに格納されたデータ（EXCEL台帳等を含む）を、
別途特定⾏政庁と契約した⺠間事業者がデータ変換して中間ファイルを作成します。こ
れをICBAの提供する台帳登録閲覧システムを⽤いて特定⾏政庁に検証いただきます。

②中間ファイルの内容を特定⾏政庁が検証した後、ICBAが共⽤DBに投⼊します。中間ファ
イルの検証のためのサーバーの貸し出しなどの検証環境の提供はICBAが特定⾏政庁に対
して⾏います。

既存建築確認台帳等の電⼦データ化
ICBAでは、特定⾏政庁に保管された紙の建築確認台帳や建築計画概要書等の情報を、電⼦データ
化して、共⽤データベースシステム（共⽤DB）に投⼊する業務を実施しています。

１．電⼦データ化業務について
電⼦データ化業務は、次の２つに区分されます。
（１）紙の建築確認台帳等の情報を電⼦データ化して共⽤DBに投⼊する業務
（２）共⽤DB以外の特定⾏政庁独⾃のシステムからのデータ移⾏業務

（１）紙の建築確認台帳等の情報を電⼦データ化して共⽤DBに投⼊する業務
①ICBAが特定⾏政庁から、紙の建築確認台帳や建築計画概要書の情報を電⼦データ化して、
共⽤データベースシステム（共⽤DB）に投⼊する業務を受託し、特定⾏政庁ごとにカス
タマイズした作業⼿順書、電⼦化⽀援システムなどを作成し、⺠間事業者に対して提供
します。

②別途特定⾏政庁と契約した⺠間事業者は、作業⼿順書に基づき、電⼦化⽀援システムを
活⽤して、PDF化や情報のパンチ⼊⼒作業を⾏います。

③ICBAは、電⼦化⽀援システムに⼊⼒されたデータを基に中間ファイルを作成し、特定⾏
政庁向けの検証環境を提供します。特定⾏政庁が中間ファイルの内容を検証した後、
ICBAが当該データを共⽤DBへ投⼊します。

PDF化や情報のパン
チ入力作業

共用DB
への投入

作業手順書、電子化支
援システムなどを作成

中間ファイルの作成
検証環境の提供

特定⾏政庁

ICBA

⺠間事業者

紙の建築確認台帳や建
築計画概要書

検証委託

受託

受託1

2

1

2

3

共用DB
への投入

検証環境の提供

特定⾏政庁

ICBA

⺠間事業者

特定行政庁独自のシステムに
格納されたデータ（EXCEL台
帳等を含む）

検証

中間ファイルの作成

委託

受託

受託1

1 1
1

2

2

データ変換

2

3

資料５
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２．電⼦データ化に活⽤できる補助制度について

（１）アスベスト補助⾦

所管部局 ：国⼟交通省住宅局市街地建築課
補助事業名：住宅・建築物安全ストック形成事業
補助⽬的 ：建築物における吹付けアスベスト等の有無の調査（データベース作成費を含む）
補助率 ：定額補助（補助率10/10、但し１棟当たり原則25万円を限度）
備考
・住宅・建築物のアスベスト対策に資する事業について、地⽅公共団体に対し、国が必要な助
成を⾏うものです。

・補助対象期間は、⺠間建築物については令和12年度末、市区町村所有建築物については令和
10年度末まで延⻑されています。（「令和8年度当初予算に伴う対応等について（耐震関
係）」（令和7年12⽉26⽇付国⼟交通省住宅局市街地建築課事務連絡）による）

・ICBAでは、当該補助事業の成果物であるアスベスト調査台帳の整備についても受託可能です。

（２）地域未来交付⾦（旧デジタル⽥園都市国家構想交付⾦）

所管部局 ：内閣府地⽅創⽣推進室 デジタル庁
補助事業名：地域未来交付⾦（デジタル実装型 TYPE A）
補助⽬的 ：デジタルを活⽤した地域の課題解決や魅⼒向上の実現
補助率 ： 2分の1

備考
・関連サイト

https://www.chisou.go.jp/sousei/about/chiikimiraikoufukin/digital/index.html

３．台帳記載事項証明書等の発⾏について

・建築確認台帳等の情報の電⼦化により、「台帳記載事項証明書の発⾏について」（平成29

年3⽉31⽇付国住指第4546号、建築指導課⻑通知）で求められている、既存住宅売買円滑化
のための台帳記載事項証明書の発⾏も容易になると考えられます。

・令和10年4⽉から建築計画概要書が廃⽌され、電⼦化された建築確認台帳を活⽤した閲覧へ
の移⾏が加速すると⾒込まれることから、既存の建築確認台帳を電⼦化することは、その
円滑な閲覧環境の整備に向けた直接的な準備になると考えられます。
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建築行政共用データベースシステム連絡協議会 会則

第 １ 章 総 則

（名 称）

第１条 この会は、建築行政共用データベースシステム連絡協議会（以下「本

会」という。）と称する。

（目 的）

第２条 本会は、建築行政共用データベースシステム（以下「共用ＤＢ」とい

う。）の利用者及び利用予定者相互の情報交換及び意見収集の場を確立す

るとともに、この場を通じて共用ＤＢの運営主体である一般財団法人建

築行政情報センターとの情報共有を図り、もって共用ＤＢの永続的な改

善と普及に資することを目的とする。

（活 動）

第３条 本会は、前条の目的を達成するため、次に掲げる活動を行う。

一 共用ＤＢに関する情報提供

二 共用ＤＢに対する意見及び要望の取りまとめ

三 その他、本会の目的を達成するために必要な活動

（会員の資格）

第４条 会員は、次に掲げる者とする。

一 国土交通省

二 都道府県

三 建築主事を置く市町村及び特別区

四 指定確認検査機関

五 指定構造計算適合性判定機関

六 建築士法関係機関

七 その他、本会が必要と認める者

（会員の権利）

第５条 会員の権利は、次のとおりとする。

一 会員は、役員の選任権並びに総会の議決権を１団体につき１有する。

なお、選任権及び議決権は団体の代表が行使することができる。

二 会員は、会議及び本会が主催する活動に参加することができる。

第 ２ 章 役 員

（役員の種類及び選任）

第６条 本会に、次の役員を置く。

一 会長  １名

二 副会長 １名

三 理事 １０名以上３０名以下

２ 理事は、総会において選任する。

参考
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３ 会長及び副会長は、理事のうちから総会において選任する。

（役員の職務）

第７条 会長は、本会を代表し、会務を総理する。

２ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故あるときは、副会長がその職務

を代理する。

３ 会長、副会長及び理事は、理事会を組織し、会則及び総会の議決に基

づき、本会の活動を行う。

（役員の任期）

第８条 役員の任期は 2 年とし、再任を妨げない。 
２ 補欠又は増員のため就任した役員の任期は、在任者の残任期間と同一

とする。

３ 役員は任期満了の場合においても、後任者が就任するまではその職務

を行わなければならない。

第 ３ 章 会 議

（会 議）

第９条 会議は、総会及び理事会とする。

（総 会）

第 10 条 総会は、会員をもって構成する。 
２ 総会は、次の事項を議決する。

一 共用ＤＢ運用の基本的事項に関する提案

二 会則の改正

三 その他本会の運営に関すること

（理事会）

第 11 条 理事会は、役員をもって構成する。

２ 理事会は、次の事項を決定する。

一 総会に付議すべき事項

二 総会で決定した事項の執行に関すること

三 その他総会の議決を要しない会務の執行に関すること

３ 理事会は、本会の活動を効率的に実施するため、部会を置くことがで

きる。

（会議の招集、開催）

第 12 条 会議は、会長が招集する。 
２ 総会は、原則として隔年度開催とする。

３ 理事会は、会長が必要と認めたとき開催する。

（議 長）

第 13 条 会議の議長は、会長がこれにあたる。 
（定足数）

第 14 条 会議は、総会にあっては会員、理事会にあっては役員の２分の１以

上の出席がなければ、開催することができない。

（議 決）

第 15 条 議事は、出席者の過半数の同意をもって決する。 
２ 前項において賛否同数のときは、議長がこれを決する。
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（代理表決等）

第 16 条 やむを得ない理由のため会議に出席できない者は、会長又は他の会

員を代理人として表決を委任することができる。この場合において、前

２条の規定の適用については、その会員は出席したものとみなす。

第 ４ 章 事 務 局

（事務局）

第 17 条 協議会の事務を処理するため、一般財団法人建築行政情報センター

に事務局を置く。

２ 本会の運営経費は、事務局が負担する。

第 ５ 章 雑 則

（細 則）

第 18 条 この会則の施行に関して必要な事項は、理事会の決定を得て別に定

める。

（附 則）

この会則は、平成１９年７月２６日から施行する。

（附 則）

第１条 平成２２年度に限り、会則第８条第１項の規定による役員の任期は、

１年とする。

第２条 この会則は、平成２２年１１月１２日から施行する。

（附 則）

この会則は、平成２４年４月２７日から施行する。

（附 則）

この会則は、平成２６年７月１８日から施行する。

（附 則）

この会則は、平成２７年７月２４日から施行する。

（附 則）

この会則は、平成２９年１０月２７日から施行する。
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